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(54)【発明の名称】 手術用観察装置

(57)【要約】
【課題】手術を効率的に行うことができる手術用観察装
置を提供する。
【解決手段】術部を観察する観察手段（鏡体１２）と、
この観察手段を３次元空間の所望の位置に支持し、少な
くとも観察手段をその観察光軸上の任意の点を中心に傾
斜可能に設定し、かつこの傾斜中心点を観察手段の略観
察光軸上で移動させることが可能な観察手段支持アーム
機構と、観察手段（鏡体１２）の観察状態または観察手
段の種類を検出する検出手段（制御部１０２）と、この
検出手段の検出結果に応じて、観察手段支持アーム機構
の動作状態の切り替えを行う制御手段（ブレーキ制御回
路１２３）とを有する。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】  術部を観察する観察手段と、
この観察手段を３次元空間の所望の位置に支持し、少な
くとも前記観察手段をその観察光軸上の任意の点を中心
に傾斜可能に設定し、かつこの傾斜中心点を前記観察手
段の略観察光軸上で移動させることが可能な観察手段支
持アーム機構と、
前記観察手段の観察状態または前記観察手段の種類を検
出する検出手段と、
この検出手段の検出結果に応じて、前記観察手段支持ア
ーム機構の動作状態の切り替えを行う制御手段と、
を具備することを特徴とする手術用観察装置。
【請求項２】  前記検出手段は、前記観察手段の観察倍
率を検出するものであり、
前記制御手段は、前記検出手段の検出結果に応じて前記
観察手段支持アーム機構を所定の点を中心に傾斜可能に
する設定と、前記観察手段を３次元空間の任意の位置に
移動可能にする設定と、を切り替えることを特徴とする
請求項１記載の手術用観察装置。
【請求項３】  前記観察手段は、手術用顕微鏡と、この
手術用顕微鏡に着脱自在な内視鏡とから構成され、
前記検出手段は、前記内視鏡の着脱状態を検出するもの
であり、
前記制御手段は、前記検出手段の検出結果に応じて、前
記観察手段支持アーム機構の傾斜中心点を移動すること
を特徴とする請求項１記載の手術用観察装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は手術用観察装置に関
し、特に、手術時に使用される手術用観察手段の支持ア
ーム機構の制御に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】近年、手術の高度化、低侵襲化が求めら
れており、脳神経外科分野等では手術用顕微鏡や内視鏡
が広く用いられている。
【０００３】特に脳神経外科分野では、手術用顕微鏡の
観察方向を頻繁に変更するため、観察位置を任意に変更
したり、所定の観察点を中心に傾斜動作のみを行うよう
な技術が開示されている。
【０００４】また、内視鏡を使用する際には、脳組織を
傷つけないように細心の注意をはらって操作をすること
が求められている。
【０００５】このような観察手段の従来技術としては、
特開平１０－１４９３８号公報等がある。特開平１０－
１４９３８号公報には、手術用顕微鏡を支持するアーム
機構が開示されている。本先行例には、手術用顕微鏡の
観察位置を６自由度を持った懸垂支持機構で任意の位置
に設定するのに加え、観察位置を傾斜中心点とした手術
用顕微鏡の傾斜操作と、前記この傾斜中心点を観察光軸
上の任意の位置に移動する技術が開示されている。
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【０００６】
【発明が解決しようとする課題】特開平１０－１４９３
８号公報に記載された技術は、手術用顕微鏡に関するも
のだけである。近年の手術は、手術中に様々な観察手段
を同時に使用するが、６自由度の観察点移動操作をする
か傾斜中心点を中心とした傾斜操作をするかは、術者の
経験に任されており、その操作は煩雑なものであった。
【０００７】本発明はこのような課題に着目してなされ
たものであり、その目的とするところは、観察手段の観
察状態を検出し、その状態に最適な観察手段支持アーム
機構の制御を自動的に行うことで、手術を効率的に行う
ことができる手術用観察装置を提供することを目的とす
る。
【０００８】
【課題を解決するための手段】上記の目的を達成するた
めに、第１の発明に係る手術用観察装置は、術部を観察
する観察手段と、この観察手段を３次元空間の所望の位
置に支持し、少なくとも前記観察手段をその観察光軸上
の任意の点を中心に傾斜可能に設定し、かつこの傾斜中
心点を前記観察手段の略観察光軸上で移動させることが
可能な観察手段支持アーム機構と、前記観察手段の観察
状態または前記観察手段の種類を検出する検出手段と、
この検出手段の検出結果に応じて、前記観察手段支持ア
ーム機構の動作状態の切り替えを行う制御手段とを有す
る。
【０００９】また、第２の発明は、第１の発明に係る手
術用観察装置において、前記検出手段は、前記観察手段
の観察倍率を検出するものであり、前記制御手段は、前
記検出手段の検出結果に応じて前記観察手段支持アーム
機構を所定の点を中心に傾斜可能にする設定と、前記観
察手段を３次元空間の任意の位置に移動可能にする設定
とを切り替える。
【００１０】また、第３の発明は、第１の発明に係る手
術用観察装置において、前記観察手段は、手術用顕微鏡
と、この手術用顕微鏡に着脱自在な内視鏡とから構成さ
れ、前記検出手段は、前記内視鏡の着脱状態を検出する
ものであり、前記制御手段は、前記検出手段の検出結果
に応じて、前記観察手段支持アーム機構の傾斜中心点を
移動する移動手段を少なくとも有している。
【００１１】
【発明の実施の形態】以下、この発明の各実施の形態を
図面に基づいて説明する。
【００１２】（第１実施形態）
（構成）以下に、本発明の第１実施形態の構成を図１～
図５を参照して説明するが、このうち図１～図４の構成
は、本出願人による特開平１０－１４９３８号公報に開
示されているものである。
【００１３】図１は本発明の第１実施形態に係る手術用
顕微鏡の機械的な構成部分を概略的に示す図である。手
術用顕微鏡は鏡体と、この鏡体を３次元空間内の所望の
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位置に支持する顕微鏡支持アーム機構としての支持装置
とを備える。支持装置は具体的には後述するが、少なく
とも前記鏡体を略観察光軸上の任意の点を中心に傾斜可
能に設定し、かつ前記傾斜中心点を前記鏡体の略観察光
軸上で移動させることが可能なものである。
【００１４】同図１中、１は鏡体を支持する支持装置に
おける支柱である。この支柱１は支持台４に対して立設
されている。支持台４は底面にキャスターを有した底板
４ａと立柱４ｂとからなり、その立柱４ｂの上端部に前
記支柱１が取り付けられている。支柱１は鉛直軸Ｏ0 を
中心として回転自在に設けられている。支柱１の上部に
は第１の平行四辺形リンク２が接続されており、その支
柱１の下部には第２の平行四辺形リンク３が接続されて
いる。
【００１５】第１の平行四辺形リンク２はアーム２ａ～
２ｄを平行四辺形を構成するように配置し、それらを互
いに平行な回転軸Ｏ1 ～Ｏ4 まわりに回動可能に接続し
てなるものであり、これは前記支柱１の上端部に上方支
持部材５を介して接続され、回転軸Ｏ1 まわりに回動可
能に取り付けられている。ここで、回転軸Ｏ1 と鉛直軸
Ｏ0 とは直交している。
【００１６】第２の平行四辺形リンク３はアーム３ａ～
３ｄを平行四辺形を形成するように配置し、これらを互
いに平行な回転軸Ｏ5 ～Ｏ8 まわりに回動可能に接続し
てなるものであり、これは前記支柱１の下端部に下方支
持部材６を介してその回転軸Ｏ5 まわりに回動可能に接
続されている。ここで、回転軸Ｏ5 と鉛直軸Ｏ0 とは直
交し、かつ前記回転軸Ｏ1 と平行である。つまり、第１
の平行四辺形リンク２と第２の平行四辺形リンク３は支
柱１の上下に分離して相似的な対応関係をもって対称的
に配置されている。そして、後述する如く、第１の連動
機構および第２の連動機構を介して相似的に連繋した変
形動作を行う。
【００１７】第１の平行四辺形リンク２のアーム２ａ
は、回転軸Ｏ1 下側一端から屈曲するアーム部を突き出
す全体としてＬ字形の形状をしており、その突出アーム
部の先端部分には前記回転軸Ｏ1 と平行な回転軸Ｏ13が
設けられるが、この回転軸Ｏ13まわりに回動可能に第１
の伝達ロッド７の上端が接続されている。ここで、紙面
に平行な面内で回転軸Ｏ1 と回転軸Ｏ4 を結ぶ線分と、
回転軸Ｏ1 と回転軸Ｏ13を結ぶ線分は直角をなしている
が、これに限られるものではない。
【００１８】また、第２の平行四辺形リンク３に対応し
たアーム３ａも、同様なＬ字形の形状をしており、その
突出アーム部の先端部分には、回転軸Ｏ5 と平行な回転
軸Ｏ14まわりに回動可能に前記第１の伝達ロッド７の下
端が接続されている。ここで、紙面に平行な面内で回転
軸Ｏ5 と回転軸Ｏ8 を結ぶ線分と、回転軸Ｏ5 と回転軸
Ｏ14を結ぶ線分は前記同様に直角であるが、前述した第
１の平行四辺形リンク２のアーム２ａの屈曲して突出す
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るアーム部のものと平行ならば、これに限られるもので
はない。
【００１９】このとき、紙面に平行な面内で、回転軸Ｏ
1 と回転軸Ｏ4 を結ぶ線分と、回転軸Ｏ5 と回転軸Ｏ8 
を結ぶ線分は、常に平行をなしており、また、回転軸Ｏ
1 ，０5 ，Ｏ14，Ｏ13を順次結ぶ各線分が、平行四辺形
を形成している。そして、この実施形態では、アーム２
ａ，３ａと、第１の伝達ロッド７により、回動力を伝達
して連動する第１の連動機構を構成する。
【００２０】同様にして、第１の平行四辺形リンク２に
おけるアーム２ｂの回転軸Ｏ2 と、第２の平行四辺形リ
ンク３におけるアーム３ｂの回転軸Ｏ6 とは、それに対
して回動可能な第２の伝達ロッド８によって接続されて
いる。つまり、紙面に平行な面内で、回転軸Ｏ1 と回転
軸Ｏ2 を結ぶ線分と、回転軸Ｏ5 と回転軸Ｏ6 を結ぶ線
分とは常に平行をなす関係にあるように設定されてい
る。そして、この実施形態では、アーム２ｂ，３ｂと、
第２の伝達ロッド８により、回動力を伝達して連動する
第２の連動機構を構成する。
【００２１】第１の平行四辺形リンク２におけるアーム
２ｄの一端には、紙面に平行な面内にあって、鉛直軸Ｏ
0 と交差し、回転軸Ｏ3 と回転軸Ｏ4 を結ぶ線分上の回
転軸Ｏ9 まわりにおいて回動可能に支持される接続ブロ
ック９が設けられている。この接続ブロック９には第３
の平行四辺形リンク機構１０が接続されている。すなわ
ち、第３の平行四辺形リンク機構１０はアーム１０ａ～
１０ｅおよび接続ブロック９を紙面に垂直な回転軸Ｏ15
～Ｏ19、Ｏ31、Ｏ32まわりにそれぞれ回動可能に接続す
ることにより、２連式の平行四辺形リンク機構を形成し
てなる。この実施形態では、これら接続ブロック９と第
３の平行四辺形リンク機構１０により、互いに直交する
２つの回転軸Ｏ9 ，Ｏ10を中心にそれぞれ傾斜可能な傾
斜機構としての第１の傾斜アーム１１を構成している。
【００２２】ここで、顕微鏡鏡体（以下、鏡体とい
う。）１２は、その観察光軸が、紙面に平行な面内で、
回転軸Ｏ17と回転軸Ｏ18を結ぶ線分を通る回転軸Ｏ20と
一致しており、かつ前記アーム１０ｅの下方突出端部に
対して前記回転軸Ｏ20まわりに回動可能に取り付けられ
た鏡体支持アーム１３を介していわば吊持する状態で保
持されている。これにより、鏡体１２は、回転軸Ｏ9 、
回転軸Ｏ20、および回転軸Ｏ9 と回転軸Ｏ20の交点Ｔ１
を通る紙面に垂直な仮想の回転軸Ｏ10まわりにそれぞれ
回動可能である。なお、回転軸Ｏ9 、回転軸Ｏ10、回転
軸Ｏ20まわりのそれぞれの自重による回転モーメント
が、常に、ゼロになるべく重量配分されている。
【００２３】第２の平行四辺形リンク３におけるアーム
３ｄに対して固定的に接続された固定台２０には、紙面
に平行な面内にあって鉛直軸Ｏ0 と交差し、回転軸Ｏ9 
と平行な回転軸Ｏ21まわりに回動可能に支持された回転
ブロック２１が接続されている。この回転ブロック２１
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には、回転軸Ｏ10と平行であり、かつ回転軸Ｏ21と直交
する回転軸Ｏ12まわりに回動可能に接続された座２２が
設けられている。そして、この実施形態では、これら固
定台２０と回転ブロック２１および座２２により、別の
傾斜機構としての第２の傾斜アーム１５を構成してい
る。
【００２４】前記座２２には、スライドロッド２３の一
端が接続されており、このスライドロッド２３の他端部
には前記座２２に対して前記回転軸Ｏ20を含む紙面に平
行な面内で回転軸Ｏ12と直交する回転軸Ｏ23まわりに回
動可能なジョイント２４が接続されている。この実施形
態では、スライドロッド２３とジョイント２４によりさ
らに別の傾斜機構としての傾斜ロッド２５が構成されて
いる。なお、ここで、回転軸Ｏ21、回転軸Ｏ12、回転軸
Ｏ23まわりのそれぞれの自重による回転モーメントは常
にゼロになるべく重量配分されている。
【００２５】前記鏡体１２の回転軸Ｏ9 ，Ｏ10まわりの
傾斜運動を直接的に前記傾斜ロッド２５の回転軸Ｏ21，
Ｏ12まわりの傾斜運動に同一比で伝達する手段として可
撓性の運動伝達部材が設けられている。すなわち、前記
第１の傾斜アーム１１における接続ブロック９には回転
軸Ｏ9 と同軸に配設された回転部材としてのプーリー２
６ａが設けられており、このプーリー２６ａには、それ
ぞれ反対側から巻き付けたワイヤー２７ａ，２７ｂの巻
込み端を固定している。この各ワイヤー２７ａ，２７ｂ
の導出端側はそれぞれ可撓性のアウターチューブ２８
ａ，２８ｂの内部に摺動可能に挿通されて案内されるよ
うになっている。アウターチューブ２８ａ，２８ｂの各
一端部は固定金具２９ａを介してアーム２ｄに対して固
定されている。接続ブロック９はプーリー２６ａの回転
によって同時に一体的に回転させられる。
【００２６】同様に、第２の傾斜アーム１５の回転ブロ
ック２１には、回転軸Ｏ21と同軸に配設された回転部材
としてのプーリー２６ｂが設けられており、これには前
記アウターチューブ２８ａ，２８ｂを通じて導かれてき
た前記ワイヤー２７ａ，２７ｂの各他端がそれぞれ反対
側から巻き付けられるとともに、そのプーリー２６ｂの
周面に固定されている。前記アウターチューブ２８ａ，
２８ｂの他端部は、固定金具２９ｂを介して前記固定台
２０に対して固定されている。したがって、回転ブロッ
ク２１はプーリー２６ｂの回転によって同時に一体的に
回転する。
【００２７】前述した第１の傾斜アーム１１における接
続ブロック９にはこれに対するアーム１０ｂに回転軸Ｏ
32と同軸的に連結して配設された同じく回転部材として
のプーリー２６ｃが設けられており、このプーリー２６
ｃには、それぞれ反対側から端部を巻き付け、その先端
を固定したワイヤー２７ｃ，２７ｄが設けられている。
このワイヤー２７ｃ，２７ｄはそれぞれ前述したものと
は別の可撓性のアウターチューブ２８ｃ，２８ｄの内部
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に摺動可能に挿通されて案内される。アウターチューブ
２８ｃ，２８ｄの各端部は固定金具２９ｃを介して接続
ブロック９に対して固定されている。接続ブロック９は
プーリー２６ｃと一体的に回転するようになっている。
【００２８】同様に、第２の傾斜アーム１５の座２２に
は、回転軸Ｏ12と同軸に配設された回転部材としてのプ
ーリー２６ｄが設けられており、このプーリー２６ｄに
は前記ワイヤー２７ｃ，２７ｄの他端側が反対側から巻
き付けられるとともに、その先端がプーリー２６ｄに固
定されている。このワイヤー２７ｃ，２７ｄをガイドす
る前記アウターチューブ２８ｃ，２８ｄの端部は固定金
具２９ｄを介して回転ブロック２１に固定されている。
第２の傾斜アーム１５の座２２はプーリー２６ｄと一体
的に回転するようになっている。
【００２９】ここで、前記プーリー２６ａとプーリー２
６ｂは同一方向から見た場合において、その一方のプー
リーを回動させたとき、他方のプーリーが同じ方向に回
動すべき向きにワイヤー２７ａ，２７ｂが巻かれている
とともに、その回転角度が等しくなるべく、両プーリー
２６ａ，２６ｂは、同一の径で形成されている。
【００３０】同様に、前記プーリー２６ｃ，２６ｄは、
同一方向から見た場合において、一方のプーリーを回動
させたとき、他方のプーリーが同じ方向に回動すべき向
きにワイヤー２７ｃ，２７ｄが巻かれているとともに、
その回転角度が等しくなるべく両プーリー２６ｃ，２６
ｄは、同一の径に形成されている。
【００３１】この実施形態ではこれらプーリー２６ａ～
２６ｄ、ワイヤー２７ａ～２７ｄ、アウターチューブ２
８ａ～２８ｄ、固定金具２９ａ～２９ｄにより、運動伝
達機構４７を構成し、その可撓性で単一の長尺な伝達部
材からなるワイヤー２７ａ～２７ｄは、ガイド手段とし
てのアウターチューブ２８ａ～２８ｄを通じて、座屈や
たわみがなくその軸方向に進退するように案内される構
成である。なお、ワイヤー２７ａ～２７ｄは１本の単線
であっても、芯線の有無に拘らず、より線であってもよ
い。
【００３２】一方、前記支持台４の底板４ａには、鉛直
軸Ｏ25まわりに回動可能に支持されている垂直シャフト
３０が設けられている。これにはアーム３１ａ～３１ｄ
を互いに平行な回転軸Ｏ26～Ｏ29まわりに回動可能に接
続してなる固定用平行四辺形リンク３１が、その回転軸
Ｏ26まわりに回動可能に設けた旋回バー３２を介して連
結されている。ここで、回転軸Ｏ26は、前記鉛直軸Ｏ25
に対して垂直であり、また、垂直シャフト３０には、そ
の鉛直軸Ｏ25まわりの回動を規制（制動）する電磁ブレ
ーキが配設され、また、アーム３１ａとアーム３１ｂに
は、回転軸Ｏ26まわりの回動を規制する後述の電磁ブレ
ーキが配設されている。
【００３３】前記傾斜ロッド２５のジョイント２４の上
端には、ロッド３３の一端が連結されている。このロッ
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ド３３の他端は、前記固定用平行四辺形リンク３１のア
ーム３１ｄの一端に連結されている。そして、この傾斜
ロッド２５は、鉛直軸Ｏ25を含む紙面に平行な面内にあ
り、回転軸Ｏ28と回転軸Ｏ29を結ぶ線分を通る線上にお
いて各部に対して回動可能に接続されている。
【００３４】このロッド３３の一端は、前記傾斜ロッド
２５のジョイント２４に対して、回転軸Ｏ23と直交する
回転軸Ｏ24まわりに回動可能に接続されている。この実
施形態では、これら垂直シャフト３０、固定用平行四辺
形リンク３１、旋回バー３２およびロッド３３および後
述の電磁ブレーキにより運動規制機構４０が構成されて
いる。ここで、前記運動規制機構４０の、回転軸Ｏ25、
Ｏ26、Ｏ30まわりのそれぞれの自重による回転モーメン
トが、常にゼロになるべく、重量配分で構成されてい
る。
【００３５】図１で示すように前述した鉛直軸Ｏ0 を含
む紙面に平行な面内で、回転軸Ｏ1、Ｏ4 、Ｏ10をそれ
ぞれ結ぶ三角形が、同一面内で、回転軸Ｏ5 、Ｏ8 、Ｏ
12をそれぞれ結ぶ三角形と相似形になるべく、各回転軸
を配置して構成されている。ここで相似比は、
（△Ｏ1 ，Ｏ4 ，０10）／（△5 、Ｏ8 、０12）＝Ｃ
となっている。Ｃは、定数である。
【００３６】次に、細部の構成について説明する。図１
において、３７ａは、支持台４に配設され、その支持台
４に対する支柱１の回動を電気的に規制可能な電磁ブレ
ーキである。
【００３７】第１の傾斜アーム１１および第１の平行四
辺形リンク２のアーム２ｄとの接続部には第１の傾斜ア
ーム１１の接続ブロック９に突出して形成される第１の
回転ロッド３８が設けられている。この第１の回転ロッ
ド３８は、前記アーム２ｄの内部に配設されたベアリン
グに嵌挿されることにより、回転軸Ｏ9 まわりに回動可
能である。また、アーム２ｄには、電磁ブレーキ３７ｄ
が配設され、この電磁ブレーキ３７ｄはアーム２ｄに対
する前記第１の回転ロッド３８の回動を電気的に規制す
るようになっている。
【００３８】接続ブロック９にも、電磁ブレーキ３７ｅ
が配設され、電磁ブレーキ３７ｅは接続ブロック９に対
するアーム１０ａの回動を電気的に制動可能なものであ
る。鏡体支持アーム１３にも、鏡体支持アーム１３のア
ーム１０ｅに対する回転軸Ｏ20まわりの回転を規制可能
な電磁ブレーキ３７ｆが配設されている。
【００３９】次に、図２に従い、上方支持部材５の部分
の詳細を説明する。この図２は、図１の矢印ａ方向から
見た回転軸Ｏ1 を含む部分の断面を示すものである。す
なわち、上方支持部材５には、上方シャフト３４がベア
リング３６ａを介して回転軸Ｏ1 まわりに回動可能に支
持されており、その上方シャフト３４は、前記上方支持
部材５に配設された電磁ブレーキ３７ｂにより電気的に
規制可能である。前記アーム２ａは、前記上方シャフト
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３４の外周にベアリング３６ｂを介して回転軸Ｏ1 まわ
りに回動可能に支持されている。前記アーム２ｂは、上
方シャフト３４に設けたフランジ部に対してねじにより
固定されている。
【００４０】次に、図３に従い、下方支持部材６の部分
の詳細を説明する。図３は図１の矢印ｂ方向から見た回
転軸Ｏ5 を含む部分の断面を示すものである。
【００４１】すなわち、前記下方支持部材６には、下方
シャフト３５が、ベアリング３６ｃを介して回転軸Ｏ5 
まわりに回動可能に支持されており、その下方シャフト
３５は、前記下方支持部材６に配設された電磁ブレーキ
３７ｃにより電気的に規制可能である。前記アーム３ａ
は、前記下方シャフト３５のフランジ部に対してねじに
より固定されている。また、前記アーム３ｂは、前記下
方シャフト３５の外周にベアリング３６ｄを介して回転
軸Ｏ5 まわりに回動可能に支持されている。
【００４２】次に、図４に従い、第２の平行リンク３、
第２の傾斜アーム１５、傾斜ロッド２５および運動規制
機構４０の詳細な構成について説明する。
【００４３】図４中、Ｔ２は、回転軸Ｏ12と回転軸Ｏ21
との交点、Ｓ２は回転軸Ｏ23、回転軸Ｏ24、回転軸Ｏ30
の交点を示している。第２の平行四辺形リンク３のアー
ム３ｄにはねじ軸４１が固定されている。このねじ軸４
１にはカウンターウエイト３９が軸線方向に移動可能に
支持されている。前記カウンターウエイト３９は第１の
平行四辺形リンク２、第２の平行四辺形リンク３を連動
させたとき、回転軸Ｏ0 ，Ｏ1 まわりの回転モーメント
が、常にゼロになるべく位置および重量配分がなされて
いる。
【００４４】同図４中、４３は傾斜ロッド駆動部であ
り、前記座２２に配設された傾斜ロッド２５のスライド
ロッド２３を電気的に駆動して回転軸Ｏ23の方向に移動
させ、傾斜中心点Ｓ１，Ｓ２を移動させる駆動手段を構
成する。また、同図４中、４４はその傾斜ロッド駆動部
４３の駆動量を検出することにより、Ｔ２とＳ２間の直
線距離Ｒ２を算出する傾斜ロッド位置検出部である。こ
の結果から傾斜中心点Ｓ１，Ｓ２の実際の位置データを
得ることができる。従って、傾斜ロッド位置検出部４４
は傾斜中心点を検出する傾斜中心点検出部を構成するも
のでもある。この傾斜ロッド位置検出部４４の検出手段
としては例えばエンコーダ等、種々のものを利用でき
る。
【００４５】また、支持台４には支持台４に対する垂直
シャフト３０の回転軸Ｏ25まわりの回動を電気的に規制
可能な電磁ブレーキ３７ｇが配設されている。また、固
定用平行四辺形リンク３１を構成するアーム３１ａ，３
１ｂにはアーム３１ａ，３１ｂの旋回バー３２に対する
回転軸Ｏ26まわりの回動を電気的に規制可能な電磁ブレ
ーキ３７ｈ，３７ｉがそれぞれ配設されている。
【００４６】また、アーム３１ａと旋回バー３２のそれ
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ぞれには、回転軸Ｏ26およびＯ25まわりの回転モーメン
トを相殺すべく設ける補助ウエイト４２ａ，４２ｂが固
定されている。
【００４７】図５は、本実施形態における鏡体１２と電
気回路の構成を示す構成図である。
【００４８】鏡体１２には、対物レンズ５００、ズーム
レンズ５０、図示しない結像レンズ、図示しない接眼レ
ンズを有しており、左右の観察光学系を構成している。
【００４９】そして、対物レンズ５００を通る左目用の
光軸５１Ｌと右目用の光軸５１Ｒの交点が焦準位置Ｐと
なる。対物レンズ５００の焦点距離をｆ、鏡体１２の傾
斜中心点をＳ１、回転軸Ｏ９と回転軸Ｏ１０と回転軸Ｏ
２０の交点をＴ１、交点Ｔ１から傾斜中心点Ｓ１までの
距離をＲＬ、交点Ｔ１から焦準位置Ｐまでの距離をＲＦ
とする。
【００５０】本実施形態においては、対物レンズ５００
は固定焦点であり、傾斜中心点Ｓ１は焦準位置Ｐと一致
するように、傾斜ロッド２５のスライドロッド２３が設
定されている。
【００５１】更に、鏡体１２にはズームレンズ５０が終
端に位置したことを検出するフォトインタラプタ５６が
設置されている。フォトインタラプタ５６は、前記ズー
ムレンズ５０の移動枠５３に設けた図示しない遮光部材
によって遮光されたときに、前記ズームレンズ５０がそ
の観察光軸上を移動して最も上方の位置に達したことを
検出する。フォトインタラプタ５６は支持台４などに設
置された倍率検出用カウンタ回路１０１のＲＥＳＥＴ端
子に接続されている。
【００５２】また、ズームレンズ５０を取り付けている
移動枠５３がスリップ機構１２１を介してズームレンズ
駆動部５２に接続されている。ズームレンズ５０には、
手動ツマミ１２２が設けられている。手動ツマミ１２２
には、ズームレンズ位置検出手段５７が接続されてい
る。ズームレンズ位置検出手段５７は例えばエンコーダ
ーからなり、ズームレンズ５０の位置を検出する。この
ズームレンズ位置検出手段５７の出力端は前述のカウン
ター回路１０１の図示しないデータ入力端に接続されて
いる。そして、倍率検出用カウンタ回路１０１とズーム
レンズ位置検出手段５７は、鏡体１２の観察倍率を検出
する倍率検出部を構成するものである。
【００５３】前記カウンタ回路１０１の図示しないデー
タ出力部は制御部（ＣＰＵ）１０２に接続されている。
制御部１０２にはズームレンズ駆動部５２に駆動指令を
与える第１ドライバ回路１０３が接続されている。第１
ドライバ回路１０３はズームレンズ駆動部５２に接続さ
れている。
【００５４】更に制御部１０２にはＲＯＭ１０６が接続
されている。そしてＲＯＭ１０６には制御部１０２のＣ
ＰＵに実行させる図６のフローチャートに示すようなプ
ログラムが少なくとも格納されている。
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【００５５】また、鏡体１２に取り付けられたグリップ
６１にはスイッチＳＷ１が設けられている。スイッチＳ
Ｗ１は、ブレーキ制御回路１２３に接続されている。ま
た制御部１０２はブレーキ制御回路１２３に接続されて
いる。ブレーキ制御回路１２３は第１ブレーキ駆動回路
１２４を介して無励磁式電磁ブレーキ（通電時にフリー
となり、非通電時にロックするタイプ）３７ａ～３７ｆ
に接続されており、さらに、ブレーキ制御回路１２３は
第２ブレーキ駆動回路１２５を介して励磁式電磁ブレー
キ（通電時にロックし非通電時にフリーとなるタイプ）
３７ｇ～３７ｉに接続されている。
【００５６】ブレーキ制御回路１２３はスイッチＳＷ１
からの操作信号及び制御部１０２からの制御信号により
ブレーキ駆動回路１２４のみ、又はブレーキ駆動回路１
２４及びブレーキ駆動回路１２５の両方に駆動信号を出
力するべく図示しない回路を有している。
【００５７】（作用）次に、上記した構成の作用を図６
のフローチャートを適宜参照して説明する。手術用顕微
鏡の観察手段としての鏡体１２を支持アーム機構を用い
て、３次元空間の所望の位置に６自由度の動きで移動す
る作用、鏡体１２を傾斜中心点Ｓ１を中心に傾斜する作
用、及び傾斜中心点Ｓ１を鏡体１２の観察光軸と略一致
した方向に移動する作用は、前述した特開平１０－１４
９３８と同じであるためここでの説明は省略する。
【００５８】ここでは、鏡体１２の観察倍率に応じて支
持アーム機構を制御する制御手順を説明する。
【００５９】先ず、術者が電源を投入すると、ＲＯＭ１
０６に内蔵されたプログラムに従い、第１ドライバ回路
１０３によりズームレンズ駆動部５２が駆動され、ズー
ムレンズ５０及び移動枠５３は上端方向（低倍側）へ移
動させられる。移動枠５３が低倍側終端に達すると、図
示しない遮光板がフォトインタラプタ５６を遮光する。
そのフォトインタラプタ５６の出力はハイレベルからロ
ウレベルへ変化する。従って、フォトインタラプタ５６
に接続されているカウンタ回路１０１のリセット端子が
ロウレベルとなり、カウンタ回路１０１がリセットされ
る。
【００６０】次いで術者は、図示しないフットスイッチ
を操作し、ズームレンズ５０を所望の倍率に設定し、術
部の観察を行う。ズームレンズ５０の移動に伴い、手動
ツマミ１２２を介してエンコーダー５７のパルス信号が
カウンタ回路１０１に入力されカウントデータとして保
存される。
【００６１】観察手段の観察状態または観察手段の種類
を検出する検出手段としての制御部１０２は、カウンタ
回路１０１からカウントデータを読み込み、ズーム倍率
を算出する。従って、制御部１０２は、常に鏡体１２の
観察倍率を保持している。
【００６２】鏡体１２の焦準位置Ｐは、あらかじめ設定
されている。また、制御部１０２は、傾斜ロッド位置検
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出部４４からのデータをもとに傾斜中心点Ｓ１からＴｌ
までの距離ＲＬを算出し、傾斜中心点Ｓ１の位置データ
を得る。
【００６３】更に制御部１０２は、ＲＦとＲＬを比較す
る。ＲＬとほぼ等しい場合には、制御部１０２は前記第
１ドライバ回路１０３に対して停止信号を出力し、傾斜
中心点Ｓ１を移動させる駆動の開始を禁止する。
【００６４】また、ＲＦがＲＬよりも小さい場合には、
制御部１０２は、傾斜中心点Ｓ１を上方向に駆動するべ
く前記第２ドライバ回路１０４に対し駆動信号を出力す
る。従って、傾斜ロッド駆動部４３が駆動され、傾斜中
心点Ｓ１が上方に移動させられる。
【００６５】逆に、ＲＦがＲＬよりも大きい場合には、
制御部１０２はその傾斜中心点Ｓ１を下方に移動するべ
く前記第１ドライバ回路１０３に対して駆動信号を出力
し、傾斜中心点Ｓ１を下方に移動するように第１ドライ
バ回路１０３を駆動する。
【００６６】この動作は図示しないタイマによる割り込
み処理にて定期的に繰り返される。
【００６７】本実施形態においては、対物レンズ５００
は固定焦点式であるため、傾斜中心点Ｓ１は焦点位置Ｐ
と略一致した位置に設定されている。
【００６８】次に術者は、観察位置（＝焦点位置Ｐ）又
は観察方向を移動するためにグリップ６１に設けられた
スイッチＳＷ１をＯＮする。スイッチＳＷ１の信号はブ
レーキ制御回路１２３へ伝達される。ブレーキ制御回路
１２３は、スイッチＳＷ１からのＯＮ信号を受け取ると
制御部１０２から鏡体１２の観察倍率を取得する（ステ
ップＳ１）。
【００６９】ブレーキ制御回路１２３は、実際の観察倍
率が鏡体１２があらかじめ設定した所定の観察倍率閾値
を超えているかどうかを判断し（ステップＳ２）、実際
の観察倍率が所定の観察倍率閾値よりも低い場合でか
つ、スイッチＳＷ１がＯＮである信号を受信している場
合（ステップＳ３の判断がＹＥＳ）には、第１ブレーキ
駆動回路１２４にのみ駆動信号を出力する（ステップＳ
６）。従って電磁ブレーキ３７ａ～３７ｆに駆動電流が
出力され、フリーの状態となる。ここで、電磁ブレーキ
３７ｇ～３７ｉは励磁式電磁ブレーキであるため、電磁
ブレーキ３７ａ～３７ｉの全てがフリーの状態となる。
従ってアームは前述の６自由度の動きが可能となり、術
者は鏡体１２を３次元空間の所望の位置に移動すること
が可能となる。
【００７０】一方、実際の観察倍率が所定の観察倍率閾
値よりも低い場合でかつ、スイッチＳＷ１がＯＮである
信号を受信していない場合（ステップＳ３の判断がＮ
Ｏ）には、第１ブレーキ駆動回路１２４、１２５のいず
れにも駆動信号を出力しない（ステップＳ５）。
【００７１】また、ステップＳ２において、実際の観察
倍率が鏡体１２があらかじめ設定した所定の観察倍率閾
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値を超えていると判断された場合において、スイッチＳ
Ｗ１がＯＮである信号を受信している（ステップＳ４の
判断がＹＥＳ）ならば、第１ブレーキ駆動回路１２４及
び第２ブレーキ駆動回路１２５の両方に駆動信号を出力
する（ステップＳ７）。従って、電磁ブレーキ３７ａ～
３７ｆがフリーの状態となり、電磁ブレーキ３７ｇ～３
７ｉはロックの状態となる。
【００７２】この場合には、アームは前述の傾斜中心点
Ｓ１を中心とした傾斜動作のみが可能となり、所定の観
察点（＝焦点位置Ｐ）を任意の方向から観察するべく鏡
体１２を所望の方向に傾斜することが可能となる。
【００７３】一方、ステップＳ２において、実際の観察
倍率が鏡体１２があらかじめ設定した所定の観察倍率閾
値を超えていると判断された場合において、スイッチＳ
Ｗ１がＯＮである信号を受信していない（ステップＳ４
の判断がＮＯ）ならば、ステップＳ５に移行して前記し
た処理を実行する。
【００７４】（効果）本実施形態によれば、術者は低倍
観察時には自由に観察点を変更できるのに加え、高倍観
察時には所定の観察点を様々な方向から観察できる。す
なわち、高倍観察時に不意の鏡体移動によって術野を失
うことがなくなり、鏡体移動操作に気を遣わなくても済
むため、手術時間の短縮化に効果がある。
【００７５】（第２実施形態）
（構成）図７は本実施形態における鏡体１２と電気回路
の構成を示す構成図である。
【００７６】第１実施形態と同じ部分には同じ符号を付
し、詳細な説明は省略する。
【００７７】手術用顕微鏡の鏡体１２には、内視鏡５０
１が着脱自在に取り付けられている。内視鏡５０１には
図示しない瞳分割プリズムが内蔵されており、内視鏡５
０１の焦点位置Ｐ２からの光束を鏡体１２の図示しない
左右の観察光路へ導き、術者が両目で内視鏡像を観察可
能である。内視鏡５０１を取り外した状態では、鏡体１
２の図示しない対物レンズの焦点位置Ｐ１の観察が可能
である点は第１実施形態と同様である。
【００７８】また、鏡体１２の下部には、内視鏡５０１
の着脱状態を検出する内視鏡検出部５０２が設けられて
いる。内視鏡検出部５０２は、制御部１０２に接続され
ている。
【００７９】制御部１０２には、第２ドライバ回路１０
４が接続されている。第２ドライバ回路１０４は、傾斜
ロッド駆動部４３に接続されている。傾斜ロッド駆動部
４３は、傾斜ロッド位置検出部４４に接続されている。
傾斜ロッド位置検出部４４は、制御部１０２に接続され
ている。
【００８０】また、グリップ６１には、第１実施形態と
同様のスイッチＳＷ１に加えてスイッチＳＷ２が設置さ
れている。スイッチＳＷ１及びスイッチＳＷ２は各々ブ
レーキ制御回路１２３に接続されている。
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【００８１】制御部１０２がブレーキ制御回路１２３に
接続されているのは、第１実施形態と同様である。さら
に鏡体１２の側面にはナビゲーションセンサ５０３が設
けられている。ナビゲーションセンサ５０３の位置を検
出するデジタイザ５０４は、ナビゲーション用ワークス
テーション５０５に接続されている。ワークステーショ
ン５０５は、制御部１０２に接続されている。
【００８２】（作用）次に、上記した構成の作用を図８
のフローチャートを適宜参照して説明する。ここでは、
術者が、手術用顕微鏡の鏡体１２に内視鏡５０１を取り
付けていない状態から説明する。
【００８３】術者が電源を投入すると、ＲＯＭ１０６に
内蔵されたプログラムに従い、制御部１０２は内視鏡検
出部５０２から内視鏡着脱状態の情報を入手する（ステ
ップＳ１０）。この場合、内視鏡５０１が取り付けられ
ていないため、制御部１０２は内視鏡無しのモードで動
作する。
【００８４】すなわち、制御部１０２は第２ドライバ回
路１０４に対して駆動信号を出力し、傾斜中心点を鏡体
１２の焦点位置Ｐ１に併せるように傾斜ロッド駆動部４
３を駆動する。この時の傾斜中心点をＳ１に設定する
（ステップＳ１４）。制御部１０２は傾斜ロッド位置検
出部４４からの位置情報のフィードバックを受けて焦点
位置Ｐ１と傾斜中心点Ｓ１が一致するまで傾斜ロッド駆
動部４３を駆動させて停止する。
【００８５】ここで、術者がグリップ６１に設けられた
スイッチＳＷ１をＯＮするとこの信号はブレーキ制御回
路１２３に伝達される。ブレーキ制御回路１２３は、ス
イッチＳＷ１がＯＮである信号を受け取ると（ステップ
Ｓ１５の判断がＹＥＳ）、第１ブレーキ駆動回路１２４
に駆動信号を出力し（ステップＳ１７）、第１ブレーキ
駆動回路１２４は電磁ブレーキ３７ａ～３７ｆが通電さ
れてフリーとなる。しかし、電磁ブレーキ３７ｇ～３７
ｉは通電されないためフリーのままである。従って第１
実施形態と同様に術者は鏡体１２を３次元空間の所望の
位置に６自由度の動きをもって移動することができる。
【００８６】次に術者がグリップ６１に設けられたスイ
ッチＳＷ２をＯＮすると（ステップＳ１６の判断がＹＥ
Ｓ）、この信号はブレーキ制御回路１２３に伝達され
る。ブレーキ制御回路１２３は、スイッチＳＷ２がＯＮ
である信号を受け取ると、第１ブレーキ駆動回路１２４
及び第２ブレーキ制御回路１２５に駆動信号を出力する
（ステップＳ１８）。
【００８７】従って、第１ブレーキ駆動回路１２４によ
って電磁ブレーキ３７ａ～３７ｆが通電されてフリーと
なり、第２ブレーキ駆動回路１２５によって電磁ブレー
キ３７ｇ～３７ｉが通電されてロックされる。従って、
術者は鏡体１２を傾斜中心点Ｓ１（＝鏡体１２の焦準位
置Ｐ１）を中心に傾斜させて任意の観察方向から焦準位
置Ｐ１を観察することができる。
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【００８８】また、ステップＳ１５及びステップＳ１６
の判断がいずれもＮＯの場合には、駆動信号は出力され
ず第１ブレーキ駆動回路１２４及び第２ブレーキ制御回
路１２５はいずれもＯＦＦ状態とされる（ステップＳ１
９）。
【００８９】次に、術者が鏡体１２の下端の図示しない
取り付け部に内視鏡５０１を取り付けた場合の作用に関
して説明する。
【００９０】術者が内視鏡５０１を鏡体１２の下端に取
り付けると内視鏡検出部５０２が内視鏡取り付け状態の
信号が制御部１０２に伝達される（ステップＳ１０）。
制御部１０２は内視鏡検出部５０２から内視鏡が取り付
けられている旨の信号を受け取ると、内視鏡有りのモー
ドで動作する（ステップＳ１１）。
【００９１】すなわち、まず制御部１０２はナビゲーシ
ョン用ワークステーション５０５から鏡体１２の術部に
対する相対位置を取得する（ステップＳ１２）。
【００９２】鏡体１２の術部に対する相対位置の演算方
法を以下に示す。鏡体１２に設けられたナビゲーション
センサ５０３からの信号をデジタイザ５０４で受信す
る。また、デジタイザ５０４は、図示しない患者に設け
られたナビゲーションセンサからの信号を受信してい
る。デジタイザ５０４で受信された各々の信号はワーク
ステーション５０５にて解析され、手術用顕微鏡の鏡体
１２と術部との相対位置が演算されて保持される。
【００９３】制御部１０２は、ワークステーション５０
５よりこの相対位置を取得する。内視鏡５０１の長さは
あらかじめ設定されているため、術部に対する内視鏡５
０１の相対位置も制御部１０２で演算されている。制御
部１０２は、術部表面と内視鏡５０１の軸の交点に傾斜
中心点を移動させるべく、第２ドライバ回路１０４に信
号を出力する。第２ドライバ回路１０４は、傾斜ロッド
駆動部４３へ駆動信号を出力し傾斜中心点を術部表面方
向へ移動させる。制御部１０２は傾斜ロッド位置検出部
４４からの位置情報をフィードバックし、傾斜中心点が
術部表面に達した時点で駆動信号の出力を停止する。こ
の際の傾斜中心点をＳ２とする（ステップＳ１３）。
【００９４】次に術者は、グリップ６１に設けられたス
イッチＳＷ１をＯＮすると（ステップＳ１５の判断がＹ
ＥＳ）、この信号はブレーキ制御回路１２３に伝達され
る。ブレーキ制御回路１２３はスイッチＳＷ１からの信
号を受信するとブレーキ駆動回路１２４に駆動信号を出
力する（ステップＳ１７）。従って、電磁ブレーキ３７
ａ～３７ｆは、通電されてフリーとなる。従って前述と
同様に鏡体１２及び内視鏡５０１は３次元空間の任意の
位置に移動することが出来る。術者は、これによって内
視鏡５０１の焦点位置Ｐ２を所望の観察位置に合わせ
る。
【００９５】次に、術者がグリップ６１に設けられたス
イッチＳＷ２をＯＮすると（ステップＳ１６の判断がＹ
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ＥＳ）、この信号はブレーキ制御回路１２３に伝達され
る。ブレーキ制御回路１２３はスイッチＳＷ２からの信
号を受信するとブレーキ駆動回路１２４及びブレーキ駆
動回路１２５に駆動信号を出力する（ステップＳ１
８）。
【００９６】従って、電磁ブレーキ３７ａ～３７ｆは通
電されてフリーとなり、電磁ブレーキ３７ｇ～３７ｉは
通電されてロックされる。これにより、術者は鏡体１２
及び内視鏡５０１を傾斜中心点Ｓ２を中心として傾斜す
ることが出来る。この時の作用図を図９に示す。術部６
０１表面の傾斜中心点Ｓ２を中心に内視鏡５０１の先端
部は術部体腔内で移動することが出来る。
【００９７】また、ステップＳ１５及びステップＳ１６
の判断がいずれもＮＯの場合には駆動信号が出力され
ず、第１ブレーキ駆動回路１２４及び第２ブレーキ制御
回路１２５はいずれもＯＦＦ状態とされる（ステップＳ
１９）。
【００９８】（効果）いわゆるキーホールサージャリー
と呼ばれる、小切開手術において、内視鏡の移動による
周辺組織の圧排を意識せずに視野の可変が行えるため、
手術の効率化につながる。また、上下方向の移動を気に
することなく内視鏡の視野移動が行えるため、この点で
も手術の効率化につながる。
【００９９】さらに、内視鏡を装着した場合と装着しな
い場合において、常に最適な傾斜中心点が設定されるた
め、手術の短時間化が達成される。
【０１００】（第３実施形態）
（構成）次に図１０～図１４を用いて本発明の第３実施
形態を説明する。
【０１０１】図１０は、第１実施形態における図４を変
形したものである。すなわち、軸Ｏ２５に設けられてい
る電磁ブレーキ３７ｇにはモーター５１１ｇが追加され
ている。また、軸Ｏ２６に設けられている電磁ブレーキ
３７ｈにはモーター５１１ｈが追加されている。また、
同じく軸Ｏ２６に設けられている電磁ブレーキ３７ｉに
はモーター５１１ｉが追加されている。さらに軸Ｏ２４
には電磁ブレーキ３７ｊ及びモーター５１１ｊが追加さ
れている。
【０１０２】また、ロッド３３の軸Ｏ２４側の終端には
傾斜ロッド２５の代わりに傘形状の部材５０６が軸Ｏ２
４を中心に回動可能に取り付けられている。
【０１０３】図１１は部材５０６の拡大図である。
【０１０４】スライドロッド２３は、第１実施形態と同
様であるが、ロッド３３と直接接続はされておらず摺動
部材５０７に差し込まれている。摺動部材５０７はバネ
５０８ａ～バネ５０８ｄによって４方向から部材５０６
に吊られている。従って摺動部材５０７及びスライドロ
ッド２３は無負荷の場合には、常に部材５０６の略中心
位置に位置されている。
【０１０５】図１２は本実施形態における鏡体部及び電
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気回路の構成図である。
【０１０６】第１実施形態、第２実施形態と異なる部分
のみ説明を加える。
【０１０７】ブレーキ駆動回路１２５には、電磁ブレー
キ３７ｇ～３７ｉに加えて電磁ブレーキ３７ｊが接続さ
れている。制御部１０２には、第３ドライバ回路５１０
が接続されており、更に第３ドライバ回路５１０には、
モーター５１１ｇ～５１１ｊが接続されている。
【０１０８】ナビゲーション用ワークステーション５０
５には、オープンＭＲＩ５１２が接続されている。従っ
て、ワークステーション５０５は、オープンＭＲＩ５１
２により得たリアルタイムの患者断層像をもとにナビゲ
ーションを行うことが出来るため、リアルタイムの鏡体
１２及び内視鏡５０１と術部との相対位置を検出するこ
とができる。
【０１０９】また、制御部１０２には、規制範囲設定ス
イッチ５０９が接続されている。
【０１１０】（作用）次に、上記した構成の作用を図１
３のフローチャートを適宜参照して説明する。鏡体１２
及び内視鏡５０１の３次元位置検出方法は第２実施形態
と同様である。ただし、ナビゲーション用ワークステー
ション５０５にはオープンＭＲＩ５１２が接続されてい
るため、手術中のリアルタイムの患者状態（手術中の体
腔、ブレインシフトを含む）を元に鏡体１２と内視鏡５
０１の術部に対する相対位置が検出されている。
【０１１１】ここで、先ず鏡体１２から内視鏡５０１が
取り外された状態での作用を説明する。内視鏡着脱状態
についての情報を取得し（ステップＳ３０）、この結
果、内視鏡が取り外されていると判断された場合（ステ
ップＳ３１）には、鏡体１２の位置情報を取得する（ス
テップＳ３５）。次に、術者がグリップ６１に設けられ
ているスイッチＳＷ１をＯＮすると（ステップＳ３６の
判断がＹＥＳ）、この信号は、ブレーキ制御回路１２３
に伝達され、第２実施形態と同様にブレーキ駆動回路１
２４に駆動信号が送られて、電磁ブレーキ３７ａ～３７
ｆがフリーとなる（ステップＳ３４）。すなわち、電磁
ブレーキ３７ａ～３７ｊの全ての軸がフリーとなること
で、術者は鏡体１２を３次元空間の所望の位置に移動す
ることができる。
【０１１２】次に術者がグリップ６１に設けられたスイ
ッチＳＷ２をＯＮすると（ステップＳ３８の判断がＹＥ
Ｓ）、この信号はブレーキ制御回路１２３に伝達され
る。ブレーキ制御回路１２３は、スイッチＳＷ２からの
情報を受信すると、まず制御部１０２に対して信号を出
力する。次いで制御部１０２はワークステーション５０
５からの鏡体１２と術部の相対位置関係の情報を元に部
材５０６を術部と相関する位置に設定するべく第３ドラ
イバ回路５１０へ駆動信号を出力する。
【０１１３】すなわち、術部の体腔形状と鏡体１２の焦
点位置Ｐ１の位置関係が、部材５０６の内腔とスライド
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ロッド２３の位置関係と相似になるべく、モーター５１
１ｇ～５１１ｊを駆動する（ステップＳ４３）。部材５
０６の位置は、部材５０６に設けられた図示しないナビ
ゲーションセンサによって前記デジタイザ５０４及びワ
ークステーション５０５を介して制御部１０２にフィー
ドバックされる。
【０１１４】部材５０６の移動が完了すると、制御部１
０２はその旨をブレーキ制御回路１２３へ通知する。ブ
レーキ制御回路１２３はこの時点で尚スイッチＳＷ２が
ＯＮされていれば電磁ブレーキ駆動回路１２４及び電磁
ブレーキ駆動回路１２５に駆動信号を出力する（ステッ
プＳ４４）。従って、電磁ブレーキ３７ａ～３７ｆは通
電されてフリー状態となり、電磁ブレーキ３７ｇ～３７
ｊは通電されてロック状態となる。
【０１１５】術者はこの状態で鏡体１２を移動した場
合、焦準位置Ｐ１が常に術部の体腔内に位置するように
鏡体を移動することが可能となる。
【０１１６】また、ステップＳ３６及びステップＳ３８
の判断がいずれもＮＯの場合には駆動信号は出力され
ず、第１ブレーキ駆動回路１２４及び第２ブレーキ制御
回路１２５はいずれもＯＦＦ状態とされる（ステップＳ
３９）。
【０１１７】次いで、鏡体１２に内視鏡５０１が取り付
けられている状態における作用を説明する。
【０１１８】この場合も、ステップＳ３０～Ｓ３４、Ｓ
３７、Ｓ３９、Ｓ４１、Ｓ４２で示すように、基本的に
は内視鏡５０１が取り付けられていない状態と同様の作
用となるが、相違点としては、スライドロッド２３の先
端位置と部材５０６との位置関係が、内視鏡５０１の先
端位置Ｐ３と術部の体腔との位置関係と近似の位置にな
るように、モーター５１１ｇ～５１１ｊが制御されるこ
とである（ステップＳ４１）。
【０１１９】これによって、術者がスイッチＳＷ２を操
作した場合の動作は、図１４に示す図のようになる。す
なわち、術部６０１に対して破線で示す動作規制範囲６
００が設定され、この動作規制範囲６００から内視鏡５
０１の先端が突き出さないように支持アーム機構の移動
範囲が制限される。
【０１２０】また、術者は、規制範囲設定スイッチ５０
９によって、部材５０６の位置を微調整することが出来
る。すなわち、スライドロッド２３から離れた位置に部
材５０６を微動することで、不要な深さまで内視鏡５０
１が挿入されるのを防止することが出来る。
【０１２１】（効果）本実施形態では、顕微鏡観察時に
は顕微鏡視野が不意に大きくずれて視野を失うことがな
くなり、手術の効率が向上する。また、内視鏡観察時に
は、周辺組織を圧排するように必要以上に注意深く操作
する必要がないため、手術の効率が向上する。
【０１２２】（付記）上記した具体的実施形態から以下
のような構成の発明を抽出することができる。
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【０１２３】１．  術部を観察する観察手段と、この観
察手段を３次元空間の所望の位置に支持し、少なくとも
前記観察手段をその観察光軸上の任意の点を中心に傾斜
可能に設定し、かつこの傾斜中心点を前記観察手段の略
観察光軸上で移動させることが可能な観察手段支持アー
ム機構と、前記観察手段の観察状態または前記観察手段
の種類を検出する検出手段と、この検出手段の検出結果
に応じて、前記観察手段支持アーム機構の動作状態の切
り替えを行う制御手段と、を具備することを特徴とする
手術用観察装置。
【０１２４】２．  前記観察手段は、手術用顕微鏡と、
この手術用顕微鏡から突出自在な内視鏡とから構成さ
れ、前記検出手段は、前記内視鏡の突出量を検出するも
のであり、前記制御手段は、前記検出手段の検出結果に
応じて、前記観察手段支持アーム機構の傾斜中心点を移
動することを特徴とする１．に記載の手術用観察装置。
【０１２５】３．  前記検出手段は、患部と前記観察手
段の相対位置を検出するものであり、前記制御手段は、
前記検出手段の検出結果に応じて、前記観察手段支持ア
ーム機構の傾斜中心点を移動することを特徴とする２．
に記載の手術用観察装置。
【０１２６】４．  術部を観察する観察手段と、この観
察手段を３次元空間の所望の位置に支持する支持アーム
機構と、を有する手術用観察装置であって、前記支持ア
ーム機構は、前記観察手段及びその観察位置を結ぶ直線
とリンクで接続された相似の位置に設けられた部材と、
該部材の移動範囲を制限する制限手段と、該制限手段を
制御する制御手段と、を有することを特徴とする手術用
観察装置。
【０１２７】５．  前記制御手段は、前記観察手段の観
察状態を検出する検出手段と、該検出手段の検出結果に
応じて前記制限手段を駆動する駆動手段と、を有するこ
とを特徴とする４．に記載の手術用観察装置。
【０１２８】６．  前記観察手段は、手術用顕微鏡及び
内視鏡の少なくともいずれか一方を有すること、を特徴
とする５．に記載の手術用観察装置。
【０１２９】７．  前記検出手段は、前記手術用顕微鏡
の観察状態又は前記内視鏡の観察状態を検出するもので
あること、を特徴とする６．記載の手術用観察装置。
【０１３０】８．  前記制御手段は、患者と前記観察手
段の相対位置を演算し、この演算結果に応じて前記制限
手段を制御することを特徴とする４．～７．のいずれか
１つに記載の手術用観察装置。
【０１３１】９．  術部を観察する観察手段と、前記観
察手段を支持する支持手段と、前記支持手段と接続さ
れ、前記観察手段を３軸方向に移動する移動手段と、前
記移動手段に設けられて前記観察手段の移動を制限可能
な移動制御手段と、前記観察手段の観察状態又は前記観
察手段の種類を検出する検出手段と、前記検出手段の検
出結果に応じて前記移動制限手段を駆動し、前記観察手
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段の移動を制限する制御手段と、を具備することを特徴
とする手術用観察装置。
【０１３２】１０．前記移動手段は、２つの端部を有す
る複数のアームと、前記複数のアームが連なるように前
記端部を接続する接続部と、を備え、前記接続部には移
動制限手段が設けられていることを特徴とする９．に記
載の手術用観察装置。
【０１３３】１１．前記移動制限手段は、前記制御手段
と電気的に接続され、前記制御手段からの指示に従って
前記接続部において前記アームの移動を制限するための
力を発生するブレーキを含むことを特徴とする１０．に
記載の手術用観察装置。
【０１３４】１２．前記接続部は、前記アームの数に応
じて複数箇所に設けられており、前記移動制限手段は、
前記アームの数及び前記観察手段の移動を制限する方向
に応じて複数の前記接続部に設けられており、更に、複
数の前記移動制限手段は前記制限手段により各々個別に
制御されることを特徴とする１０．に記載の手術用観察
装置。
【０１３５】１３．前記移動制限手段は、前記制御手段
と電気的に接続され、前記制御手段からの指示に従って
前記移動手段の移動を制限するための力を発生するブレ
ーキを含むことを特徴とする９．に記載の手術用観察装
置。
【０１３６】１４．前記制限手段は、前記制御手段の指
示に基づいて前記移動手段の移動を制限し、前記観察手
段をその観察光軸上の任意の点を中心に傾斜して設定可
能にすると共に、この傾斜中心点を前記観察手段の略光
軸上で移動させることを可能にすることを特徴とする９
～１３のいずれか１つに記載の手術用観察装置。
【０１３７】
【発明の効果】本発明によれば、手術用観察装置の観察
位置移動操作が必要以上に注意深く操作する必要がな
く、スムーズに手術を行うことが可能となるため、手術
の効率が向上する。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１実施形態に係る手術用顕微鏡の機
械的な構成部分を概略的に示す図である。
【図２】上方支持部材５の部分の詳細を説明するための
図である。
【図３】下方支持部材６の部分の詳細を説明するための
図である。
【図４】第２の平行リンク３、第２の傾斜アーム１５、
傾斜ロッド２５および運動規制機構４０の詳細な構成に
ついて説明するための図である。
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【図５】第１実施形態における鏡体１２と電気回路の構
成を示す構成図である。
【図６】第１実施形態において、倍率に応じた２つのブ
レーキ駆動回路１２４，１２５のＯＮ，ＯＦＦ制御につ
いて説明するための図である。
【図７】第２実施形態における鏡体１２と電気回路の構
成を示す構成図である。
【図８】第２実施形態において、内視鏡着脱状態に応じ
た２つのブレーキ駆動回路１２４，１２５のＯＮ，ＯＦ
Ｆ制御について説明するための図である。
【図９】鏡体１２及び内視鏡５０１を傾斜中心点Ｓ２を
中心として傾斜させるようすを示す図である。
【図１０】本発明の第３実施形態における、第２の平行
リンク３、第２の傾斜アーム１５、傾斜ロッド２５およ
び運動規制機構４０の詳細な構成を示す図である。
【図１１】部材５０６の拡大図である。
【図１２】本発明の第３実施形態における鏡体部及び電
気回路の構成図である。
【図１３】第３実施形態において、内視鏡着脱状態に応
じた２つのブレーキ駆動回路１２４，１２５のＯＮ，Ｏ
ＦＦ制御について説明するための図である。
【図１４】術者がスイッチＳＷ２を操作した場合の動作
について説明するための図である。
【符号の説明】
１２  鏡体
２３  スライドロッド
２５  傾斜ロッド
３７ａ～３７ｆ  無励磁式電磁ブレーキ
３７ｇ～３７ｉ  励磁式電磁ブレーキ
５０  ズームレンズ
５２  ズームレンズ駆動部
５３  移動枠
５６  フォトインタラプタ
５７  ズームレンズ位置検出手段
６１  グリップ
１０１  倍率検出用カウンタ回路
１０２  制御部（ＣＰＵ）
１０３  第１ドライブ回路
１０６  ＲＯＭ
１２１  スリップ機構
１２２  手動つまみ
１２３  ブレーキ制御回路
１２４  第１ブレーキ駆動回路
１２５  第２ブレーキ駆動回路
５００  対物レンズ
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